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エビデンス・ベースの JST 事業成果可視化(1) 

 

○治部眞里・橋本定幸・山崎正和 

（科学技術振興機構） 

 

1. 背景 

2001年 4月 15日に開催された総合科学技術会議基本

政策専門調査会（第 7回）において公表された「科学技

術基本政策策定の基本方針（素案）」によると、基礎研

究からイノベーションの強化として、「学術論文及び特

許のデータベースや府省共通研究開発管理システム

(e-Rad)に基づく政府研究開発データベースも活用し、

大学及び研究開発機関などの機関別または大学の研究

領域別で成果と投入金額の相関関係を明らかにし、資金

配分の検討に反映するシステム」を構築し、「特許・論

文情報統合検索システムの利用を促進するとともに、関

連特許や各種文献等をリンク・分析するシステムを整備

するなど、知的財産関連情報の基盤整備とネットワーク

化」を進めることとしている。 

さらに「新たな政策の展開」として「科学的根拠（エ

ビデンス）に基づく政策立案の実現に向け」て「『政策

のための科学』を推進し、評価指標の整備や政策効果の

分析手法の確立を図る」こととされている。 

歴史的に科学の定量的な評価について、その分析手法

の基礎の構築は、デレク・プライスに始まる。これによ

り1972年NSFが“Science and Engineering Indicators”

を発表し、その後、各国から続々と「Science and 

Engineering」の指標が発表される。日本においては、

「科学技術指標：Science and Technology Indicators」

として発表される。日本において、「科学技術」という

用語を使用する経緯については、「科学技術庁政策史‐

その成立と発展」にその詳細がまとめられているので参

照していただきたい。後述する英語表記、例えば Map of 

Science、Science mapping、Atlas of Science、または

「科学政策の科学：Science of Science Policy（SoSP）」

の「Science」の中に、日本においては「科学技術」が

含有されていると考えられる。 

その後、各国政府が科学の発展進歩を定量的にとらえ、

その指標を使用した新しい分野の創出、どの分野にどれ

だけの予算を配分すべきかなどを客観的に判断し決定

する必要に迫られていく。 

社会主義的計画の旧ソビエトでは「研究開発に投下さ

れた人材を含む資源とそれから得られる成果、すなわち

インプット（資源）とアウトプット（成果）の最適バラ

ンスを達成する」という国家要請からプライスの方法論

に着目して分析を行ったと言われている。 

科学技術指標が確立され、制度化へと結びついた「科

学計量学」の歴史と、もう一つの雄「計量書誌学」の歴

史がある。 

「計量書誌学」の歴史は、ユージン・ガーフィールド

に依るところが大きい。彼は 1950 年 ISI（Institute for 

Scientific Information）を設立した。「カレントコン

テンツ」、｢SCI：サイエンス・サイテーション・インデ

ックス｣を生みだした。ともに図書館員の興味を引く文

献検索の道具として開発されたものであるが、引用分析

という切り口から、「最多被引用科学者（サイテーショ

ン・スーパースター）」、「最多被引用研究領域（リサー

チフロント）」、「マップ（サイエントグラフィー）」を発

表した。この引用分析が、膨大な裁判の判例を引用関係

によって整理していく方法の応用と言われている。1981

年に「科学の地図（サイエントグラフィー）」のパイロ

ット版を完成させ、「アトラス・オブ・サイエンス」を

商品化、パソコンソフト「SCI-MAP」をガーフィールド
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が販売したのが 1989 年である。これは、現在「Science 

Watch」で「ホットペーパー」として紹介される。 

1992 年にトムソンコーポレーションが ISI 社を買収

し、The Thomson Corporation 傘下となる。ガーフィー

ルドが開発したさまざまなパッケージは、「ISI Web of 

Knowledge」、「Science Citation Index」、「Essential 

Science Indicators」の中のリサーチフロント、ホット

ペーパー等々の中で、生き続けている。また、「アトラ

ス・オブ・サイエンス」は、「サイエンス・ウオッチ」

の中で、「Research Front Map（リサーチフロントマッ

プ）」となっている。 

1990 年代になり、国際計量科学・計量情報学会創設

以降、計量書誌学と計量科学が融合していく中、「科学

は構造を持つ」という科学の科学分析が盛んになってい

くのである。 

「科学の科学:Science of Science」から「科学政策

の科学 Science of Science Policy」へと舵が切られる

きっかけとなったのが、前ブッシュ政権時の科学技術政

策局（OSTP: Office of Science and Technology Policy）

局長兼大統領科学顧問ジョン・マーバーガーIII（John 

Murberger）氏による、2005 年 4 月のアメリカ科学振興

協会（AAAS）科学技術政策フォーラムでの基調講演であ

った。その基調講演でマーバーガー氏は「連邦政府が研

究開発へ投資し、科学政策の決定をする際に科学政策担

当者をサポートするために必要なデータセット、ツール、

方法論を作り出す実践コミュニティの構築」を提唱した。 

マーバーガー氏は、2006 年オタワで開催された OECD 

Blue Sky II Forum での基調講演も務めている。この会

議は、政策ニーズ、指標測定の問題、イノベーションに

おける分野横断的な新しい課題を明確にするために開

催された。第 1 回目の Blue Sky Forum は、1996 年パ

リで開催され、科学技術指標（Science and Technology 

Indicators）の重要性が強調されるにとどまったが、2

回目は、「政策ニーズに連携した」科学・技術・イノベ

ーション指標（Science, Technology and Innovation 

Indicators）の重要性が強調された。 

日本においても、内閣府、日本経済団体連合会合、日

本学術会議、GIES2007 組織委員会の共催により、

GIES2007（グローバル・イノベーション・エコシステム

2007）1、GIES2008（グローバルイノベーションエコシ

ステム 2008）2を開催し、「評価測定の枠組み構築」と

してセッションを設けられた。その頃から、日本経済の

伸び悩みにより、政府の財政は年々厳しくなってきてお

り、政府の科学技術に対する投資が、どのような効果を

持っているかということに対する説明責任とその効率

性を追求することが求められてきている。 

 

1.2 サイエンスマップから科学技術政策のマップへ 

サイエンスマップを世界で最初に開発したのは、ISI

社のヘンリー・スモール（Henry Small）である。スモ

ールは、1973 年、引用分析、特に共引用分析

（Co-citation analysis）を用いて、論文の関係性を把

握し、それを地図化した。現在では、Thomson 社の

Research Front3やエルゼビア社の SciVal4等、商業ベー

スのものから計量科学や計量書誌学の研究者が作成し

たものまで、数多くが存在する。1973 年当時は、100

論文を対象に分析・マップ化されたが、今ではテラバイ

トオーダーの論文や特許を対象に分析・マップ化されて

いる。 

図１が1999年に発表された1996年におけるサイエン

スマップである。これは、1996 年の SCI のデータを下

にして、共引用分析を使って作りあげたものである5。 

 

図１ ヘンリースモールのサイエンスマップ 

 

 
1 GIES2007 については、

http://crds.jst.go.jp/GIES/archive/GIES2007/を参照のこと 
2 GIES2008 については、

http://crds.jst.go.jp/GIES/archive/GIES2008/を参照のこと 
3 Science Watch( http://sciencewatch.com/)を参照のこと 
4 http://www.scival.com/を参照のこと 
5 http://www.scimaps.org I.5 1996 Map of Science:  A 
Network Representation of the 43 Fourth Level Clusters Based on 
Data from the 1996 Science Citation Index, by Henry Small 
Philadelphia, PA 1999 Courtesy of Henry Small, Thomson Scientific 
ISI 
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引用を用いるもう一つの分析方法として、書誌結合分析

（bibliographic coupling analysis）もある。これは、

Kessler によって 1963 年に提唱された。共引用分析

（Co-Citation Analysis）が、第 3の論文に同時に引用

された論文を対象としてクラスター分析するのに対し、

書誌結合分析は、引用対象を共有する論文を対象にする。

前者は引用の時間的変化と共に構造が変化するのに対

し、後者は時間的に変化しない安定した構造を見ること

ができる。現在では、共引用分析は非常によく使用され

るのに対し、書誌結合分析はほとんど使用されない。 

 

図２ サイエンスマップ各種 

 

 

 

現在では図２に示すように、さまざまな形のサイエン

スマップが存在し、http://www.scimaps.org において

閲覧可能である。またインディアナ大学の Katy Borner

の著書「Atlas of Science Visualizing What We Know」

にまとめられる予定である。 

科学の構造を見るサイエンスマップから科学政策の

マップへと変化したのは、2009 年頃である。図３は、

NIH のファンディングを 2007 年に受けた研究者が、フ

ァンディングの申請時に使ったアブストラクトを形態

素解析6したのち、言葉の共起関係をクラスター化して

マップ化している。この手法は、JST 事業可視化を例に

情報管理に紹介したものと同じ手法である。先述したよ

うに、府省共通研究開発管理システム(e-Rad)に基づく

政府研究開発データベースと論文データベース及び特

許データベースを連結することによって、NIH のポリシ

ーマップのように、JST 等のファンディングエージェン

シーごと、あるいは競争的資金制度ごとに科学技術の構

造をマップ化することによって、資金配分の検討に資す

るシステムを構築することは、科学的根拠（エビデンス）

に基づく政策立案の実現に向けての一歩と考えられる。 

 

図３ NIH のトピックマップ 
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